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は じ め に

　中国の改革開放政策実施の当初から、広東省
は常に改革の最先端に立ち，国全体の経済成長
をけん引してきた。香港と珠海と澳門（マカオ）
を繋げる「港珠澳大橋」の完成（2018年）に
より，2010年代初め頃から議論されてきた「粤
港澳（えつ・こう・おう）大湾区」構想は中国
の地域経済改革の焦点となった。1）2017年3月
全人代（全国人民代表会議の略称）の「政府工
作報告」に提起された「粤港澳大湾区発展計画
綱要」は，2019年2月に制定され，2035年まで
の政策方針が定められた。本稿では，この国家
戦略とも言える「粤港澳大湾区計画」の背景や
狙いを考察する。

1．地域経済発展戦略の変遷

　1980年から現在にいたる過去40年間，広東

省の地域経済は「経済特区創設」と「珠江デル
タ経済区の構築」の二つの発展戦略の下で，中
国全体の経済成長をけん引してきた。

1.1　経済特区
　1978年，長期停滞していた国民経済を再生
する突破口の一つとして中国政府が選んだの
は輸出産業基地の創設戦略であった。2）香港・
澳門と世界につながるゲート・ウエイに隣接す
る広東省は，華僑と強いルートを持つ福建省と
並行して，改革の先行地域に指定された。「輸
出特区」と最初に名付けられた地域における具
体的な施策に関しては，広東省政府が提出した
「宝安，珠海両県輸出基地と市政建設計画構想
に関する報告」（1978.12.23），「香港駐在ビジ
ネス誘致局の広東省宝安県に工業区創設におけ
る関する報告」（1979.1.13），「広東省の優位性
を発揮した，対外貿易の拡大と経済発展の促進
計画に関する報告」（1979.6.6）などが挙げられ
る。中央政府は1980年8月26日に「広東省経
済特区条例」を批准し，経済的自主権を付与し，
外資に対して土地，税制，経営環境などの優遇
措置を定めた。3）

　承認された深圳，珠海，汕頭の三つの経済
特区を中心に，広東省は政策ボーナスを利用
して1980年代と90年代初期には飛躍的な経済
成長を実現した（図1）。1980-95年，中国全体
のGDP年平均成長率が約10.2％であったのに
対して，広東省は約15.2％と高い成長を遂げ，
広東省経済の全国に占める割合は，1978年の
5.35％から1996年の約10％まで高まった。4）

その間，広東省が実際利用した外資は全国の
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23.28％も占めた。5）

1.2　珠江デルタ経済区
　経済特区の創設による外資利用の拡大と輸出
産業の成長などの成功を受けて，中国政府は上
海，青島，大連などの14沿海都市の対外開放
を決め，開放政策の拡大を実施した。これらの
都市は，もともと産業基盤が強く，港などの交
通インフラも整備されており，経済特区の一部
の政策，特に外資に対する優遇策が実施された
ことで一気に競争力を上げてきた。
　一方，広東省は，経済特区の政策ボーナスが
なくなったうえ，資源が相対的に乏しく，産業
基盤が弱く，国内市場へのアクセスが比較的不
便な上，もとからの制約が顕在化して経済成
長の勢いが鈍化した（図1）。この状況に対し
て，広東省政府は1994年より，「珠江デルタ経
済区」の構想を打ち出した。6）省内の優勢資源
を集結させて，世界トップクラスの自由貿易ハ
ブである香港の機能を最大限に生かすために，
九つの都市の連携によりそのバックヤード経済
圏の構築を図った。上海が中心である長江デル
タ経済区，北京・天津が中心の環渤海経済区と
ならんで「三大経済圏」と併称される「珠江デ
ルタ経済区」は，一歩先行する深圳恵州高速
道路（1993.12.30完成），広州－深圳高速道路
（1996.7.1完成），深圳汕頭高速道路（1996.12.28
完成）などの交通インフラの整備により再び順
調な成長に転じた。その結果，2006年に広東

省の地域総生産は中国全体GDPの12％超を占
めることになり，対外貿易額も常に中国全体の
30％以上を占めた。

2．産業構造の変容

　このような発展戦略の下で，広東省の地域経
済は大きな成長を成し遂げると同時に，産業構
造も大幅に変化した。図2に示されているよう
に，「経済特区」創設期の1990年代初頭までは，
主に一次産業の割合の減少と三次産業の割合の
拡大が特徴的であった。この時期における二次
産業の成長は，主に香港からアパレルや電子製
品の生産工場の移転を受けていた。ある意味
では1970年代に香港で確立された「前店後廠」
（店舗のバックヤードに工場）といわれるビジ
ネスモデルの拡大版，すなわち香港が店舗，経
済特区がバックヤードといった成長モデルのひ
な型の形成期であった。工場の移転先は，優遇
政策が実施される特区に集中していたため，地
域全体の工業化には繋がらず，むしろ外資企業
に金融，貿易などのサービスを提供する三次産
業の成長の方が大きかった。その結果，一次産
業，二次産業と三次産業が地域総生産に占め
る割合は，それぞれ1981年の32.5％，41.4％，
26.1％から，1991年の22.0％，41.3％，36.7％
へと三次産業の割合が大きく高まった。それに
伴い，一次産業，二次産業と三次産業の就業
者割合も，それぞれ1980年の70.7％，17.1％と

出所：国家統計局『国家データベース 2021』により筆者作成．

図 1　中国の実質 GDP成長率と総生産の広東省 /全国比率の推移
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12.2％から，1990年の53.0％，27.2％と19.8％
へと変わった。
　「世界の工場」と呼ばれるまでに急拡大した
地域の大規模な工業化は珠江デルタ経済区戦略
の実施以降に実現した。拡大版「前店後廠」モ
デルの下で，政府の優勢資源の集中投下に支え
られ，急速な産業集積が形成された。この時
期，台湾電子情報産業も珠江デルタ経済区に進
出し，2007年まで20,000社超の企業が設立さ
れ，産業群の形成を促進した。その結果，深圳
を中心とした電子産業，東莞を中心としたアパ
レルと食品産業，珠海を中心とした医薬品産業
などの飛躍的な成長及び周辺地域への波及効
果により，広東省の工業化レベルは大幅に向
上した。製造業をサポートするサービス業も
同時に伸び，2006年には一次産業，二次産業，
三次産業が地域総生産に占める割合は，5.8％，
50.7％，43.5％と二次産業と三次産業の割合が
高まった。産業別就業構造も変化し，2005年
における一次産業，二次産業，三次産業の就業
者割合は，それぞれ32.1％，38.1％と29.8％と
なった。電子情報，電気機械，食品飲料，建築
材料，アパレル，製紙，医薬品などを中心とし
た産業システムが形成された。

　こうした産業転換のプロセスにおいて，重要
な役割を果たした政策措置の一つは，いわゆる
「三来一補」企業の誘致であった。「三来」とは，
「来料加工」（提供された材料を加工する），「来
様加工」（提供された設計に従って加工する），
「来件装配」（提供されたパーツを組み立てる）
であり，「一補」は「補償貿易」（海外企業が提
供した技術と設備の対価を生産した製品で分割
して支払う）である。これらの企業に対して，
材料やパーツなどの輸入，製品の輸出に関する
貿易活動の関税と工商税をすべて免除する政策
により，香港をはじめとするアジア工業国の企
業は，労働力や土地などの安い生産コストを求
めて，広東省に多くの工場を設置した。先進的
な生産技術や経営ノウハウなどの輸入により，
現地産業の成長に大きく貢献したが，地域経済
全体の外部市場に対する依存度が高いため，低
付加価値加工業中心の産業構造の成長性には限
界があった。また，2000年代半ば以降の域内
労働力や土地にかかるコストの上昇に伴い，企
業はより安い生産コストを求めて域外に転出す
る傾向も強まった。

出所：広東省統計局『広東統計年鑑 2020』及び『国民経済と社会発展統計公報 2021』により筆者作成．

図 2　広東省名目地域総生産（左軸：億元）と産業構造（右軸：％）の推移
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3．「粤港澳大湾区計画」

　中国のWTO加盟に伴い，対外貿易における
香港と澳門のゲート・ウエイ機能が弱まり，そ
れに強く依存している広東省経済の国内他地
域に対する競争優位性もなくなった。1994年
には中国全体の40.9％を占め，その後も常に
30％以上を占めていた対外貿易額の割合は，
2020年には22％，2021年1-8月には21.1％に
まで低下した。7）それに伴い，改革開放政策以
来全国平均より遥かに高かった経済成長率は，
2010年代に入ってから徐々に全国平均に近づ
き（表1），地域総生産が全国GDPに占める割

合も11％前後で推移している。長期間担って
きた中国経済成長のけん引役の役割は低くなり
つつある。
　こういった状況に至った要因は，前述した地
域産業構造の影響がもちろん大きいが，広東
省，香港と澳門がそれぞれ独自の発展計画を持
つため，統一的な計画が欠けていて，地域経済
一体化のレベルが低いことも影響していた。そ
こで，香港と澳門を巻き込んだ地域経済発展戦
略である「粤港澳大湾区計画」が生まれた。
　2019年2月に，この計画の政策方針である
「粤港澳大湾区発展計画綱要」が制定された。
珠江デルタ経済区の九つの都市と香港・澳門，
いわゆる9市プラス2特別行政区（図3）を対

表 1　中国全体と広東省の 10年ごとの年平均経済成長率の推移（％）

出所：国家統計局『国家データベース 2021』により筆者作成．

出所：「広東省地図（行政区版）」により筆者作成．

図 3　「粤港澳大湾区」の構成
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象地域にし，「イノベーション駆動」，「協調発
展」，「グリーン成長」，「開放協力」，「民生改
善」，「一国二制度」等の原則の下で，2022年
と2035年までの政策目標をまとめた（表2）。
地域一体化を推進し，ニューヨーク，サンフラ
ンシスコ，東京のような世界一流ベイエリアを
構築し，引き続き中国経済を牽引する役割が期
待される。8）

　「粤港澳大湾区発展計画綱要」では網羅的で
詳細な政策が策定されており，その中心は次の
二つである。
A：先ず，中心都市の役割を明確にし，連携プ
ラットホームを構築して，域内協力を推進す
る。香港を国際金融とオフショア人民元業務の
中枢，澳門を世界観光レジャーセンター，深圳
を世界に影響力のあるイノベーションの都，広
州を国際貿易センターと交通中枢とそれぞれに
位置づけ，前海，南沙，横琴の三つの協力モデ
ル地域を構築するというものである。
　前海：香港-深圳-東莞の3都市を結ぶ，沿
岸地域に位置する深圳市に設置された新たな開
発区である。政府は2021年9月初め，「前海―
香港現代サービス業合作区の改革開放を全面的
に進化させる法案」を発表した。この合作区
は香港政府と広東省が共同運営する。香港1国
2制度を活用して，市場開放政策を先行実施す
るエリアである。同法案によって，前海合作
区の面積を元々の14.92 km2から8倍に当たる
120.56 km2に大幅拡大する。新たな金融都市を
目指す前海では金融業という産業を柱に，国際
物流業の発達，人材開発を目標とした高度な教
育事業の育成を目指している。
　南沙（803｠km2）：広州の南に位置している。
2005年に独立した行政区として認可された。
浦東新区（上海），浜海新区（天津），両江（重
慶市），舟山群島新区（舟山市），蘭州新区（蘭
州市）に続き，2012年には国内で6カ所目とな
る「国家級新区」と認可された。また2015年
には南沙新区の7区域（合計60 km2）が広東自
由貿易試験区の対象エリアに指定された。南沙

新区は，自動車，船舶，設備産業などの製造
業，南沙港を拠点とする物流業を中心とするも
のである。その背景として先端製造業や現代
サービス業を含む重点産業への優遇策で香港や
マカオ，海外から企業を誘致し，産業の高度化
を通じた経済成長を促す狙いがある。
　横琴島：広東省珠海市の南部に位置し，マカ
オと海を隔てて向かい合っている。国務院は
2021年9月5日，広東省と澳門（マカオ）特別
行政区のより踏み込んだ協力指針である「横琴
粤澳深度合作区の建設全体方案」を発表した。
この中で横琴新区を広東とマカオの合作区（協
力エリア）に格上げし，「『一国二制度』の実践
に富んだ新モデル」と位置付ける。合作区の総
面積は約106 km2で，広東省政府とマカオ特区
政府が管理委員会を組織し，広東省の省長とマ
カオ行政長官が重大政策の決定を担う。全体方
案ではまた合作区の金融市場とマカオ，香港の
オフショア金融市場の連動を強化し，電子引き
網システム構築を模索し，合作区の金融市場の
高度な開放を推進するという。また横琴とマカ
オを一体化して発展させ，現在はカジノ産業に
大きく依存するマカオ経済の多様化を図ること
も大きな狙いである。

B：もう一つは，イノベーションセンターを創
設し，域内インフラ整備により，国際競争力
のある産業システムを構築する。換言すれば，
「粤港澳大湾区計画」の中心的内容は，前述し
た加工業を中心とした従来型産業システムの限
界を超えるために，地域一体化を推進しなが
ら，イノベーションを促進して産業転換を図
ることである。具体的な産業分野として，IT，
ビッグデータ，AIなどの技術を利用した先進
製造業，次世代情報技術，バイオ技術，ハイエ
ンド設備，新材料などの新興産業，金融，情
報，物流などのサービス産業，海洋産業などを
挙げている。9）
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4．新たな産業転換に向けて

4.1　産業転換の現状
　2000年代半ば以来，広東省の産業転換は
進行している。生産要素コストの上昇に加え
て，「国務院：土地管理強化の関連問題に関
する通達」（2006.9.5），「国家税務総局：一部
商品の輸出還元税率引き下げに関する通達」
（2007.6.19），「中華人民共和国企業所得税法」
（2008.1.1により実施）などの産業政策に関す
る法制度の変化により，「三来一補」型加工企
業は域外への転出が加速し，代わりに金融，観
光，不動産業が成長した。これにより，2020
年における一次産業，二次産業と三次産業が
地域総生産に占める割合は，それぞれ4.3％，
39.2％，56.5％へと変化した（図2）。二次産業
の割合は，1990年以来初めて4割を切った。同
時に，2020における一次産業，二次産業と三
次産業の各就業者シェアは，それぞれ10.9％，
35.9％と53.2％になり，産業別就業構造におい
ても三次産業は半分を超えていた。

　二次産業においても，「珠江デルタ経済区」9
市を中心に，二つの変化が生じた。一つは，日
本のトヨタ，日産，ホンダといった自動車産業
とイギリスのシェルを代表とする海外重化学工
業の進出であり，地域の軽工業を中心とした
産業システムに，新たに大型機械と石油化学
の柱産業が加わった。10）もう一つは，「中国製
造2025」の国家戦略の下で，華為，比亜迪な
どの新型製造業の著しい成長である。11）広東省
は2010年から，ハイエンド情報設備製造，高
性能医療器械製造，先進設備製造，新材料製造
などを先進製造業に分類し，医薬品製造，電子
と通信設備製造，コンピュータとオフィス機器
製造，航空機設備製造などをハイテク製造業に
分類した統計概念を用いている。図4に示すよ
うに，このような先進製造業とハイテク製造業
が，広東省の規模以上（中国の統計分類の一
つ，年生産高が2,000万元以上の企業と定義さ
れている）の工業総生産に占める割合は，それ
ぞれ統計開始の2010年の46％と24％前後から，
2020年の56.1％と31.1％に高まっている。
　しかし，こういった先進製造業とハイテク製

表 2　「粤港澳大湾区発展計画綱要」の政策目標

出所：（国務院，2019.2）より筆者作成．
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造業の成長は，地域のイノベーション能力の顕
著な向上によるものではない。外資系企業は，
対外貿易の主体になっているのみならず，規
模以上の工業企業の営業利益に占める割合も，
2018-2020年の3年平均で36.7％と高くなって
いる。すなわち，産業のアップデートが実現さ
れつつあるのだが，地域経済は加工貿易から完
全には脱出できていないため，外部貿易環境へ
の依存性は依然として高い。したがって，広東
省経済の成長性を高めるカギは，国内市場の拡
大とともに，「粤港澳大湾区計画」に提唱され
ている自主イノベーションをベースとする産業
転換にある。

4.2　新たな産業転換基盤の構築
　前述したように，「粤港澳大湾区計画」にお
いては新たな産業転換のベースをデジタル技術
としている。その自主イノベーション能力を向
上させるために，5G，AI，IoT，ブロックチェー
ン，データセンターなどのいわゆる「新型イン
フラ」を整備し，国際科学技術イノベーション
ハブの創設が打ち出された。具体的には，広東
省，香港，澳門の連携を強化して，開放型イノ
ベーション共同体を構築し，制度と政策環境の
最適化により国際資源の集結を図り，世界的イ
ノベーションセンターと新興産業の源を創設す
ることである。12）

　「粤港澳大湾区計画」が実施されてわずか一
年間で，広東省政府は73の「新型インフラ」
プロジェクトを立ち上げ，投資総額は1,800億

元に達した。珠海横琴に建設するスマート計算
プラットホームは，代表プロジェクトの一つで
ある。すでに多くの国内トップクラスの研究機
構と企業は，116京次 /秒の設計計算能力に注
目し，域内の進出を決めている。13）環境整備に
よりイノベーション資源の集結効果は早々に現
われ始めた。一方，域内のイノベーション能力
向上のためにも，広東省政府は公的資源の投
入を強化している。2012年から2018年までの
R&D支出の地域総生産に占める比率は，2.1％
から2.65％に上昇したが，2020年に2.9％とさ
らに加速した。
　イノベーション能力向上のためにはインフラ
整備も重要だが，最も重要なのはやはり担い
手である人材の確保である。于永達，程歩一
（2004）は2000年代初頭における中国の三大経
済圏の相対競争優位性を比較した結果を公表し
ている。14）それによると，上海が中心である長
江デルタ経済区と北京・天津が中心である環渤
海経済区と珠江デルタ経済区を比較すると，珠
江デルタ経済区は国際貿易の優位性により生産
優位性が断然一位を占めている。金融優位性は
長江デルタ経済区に追い上げられてはいるもの
のまだ一位に留まっているのに対して，人力資
源優位性では最下位と遅れているとの結果を示
した。
　この状況に対して，広東省は，より良い政策
環境とビジネス環境を生かしつつ，幅広い優
遇策により外部の人材を吸収してきた。例え
ば，深圳の人口は，2010年から2020年までに

出所：広東省統計局，『国民経済と社会発展統計公報』各年版により筆者作成．

図 4　先進製造業とハイテク製造業が規模以上の工業総生産に占める割合の推移（％）
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714万人（＋86.5％）増加し，そのうち大学教
育（短大を含む）を受けたのが327.6万人であっ
た。しかし，新興都市であるがゆえに，高等教
育機関の欠如により域内の人材育成能力は低
く，2020年に10万人当たり大学教育（短大を
含む）人口数は2010年の17,175人から28,849
人に大幅に増加したが，北京の41,980人，上
海の33,872人と比較すると深圳はまだ低い水
準にある。15）

　このような状況は，深圳に限らず，広州を除
く珠江デルタ経済区のほかの都市も直面してい
る。また，国内他地域の発展に伴い，特に「粤
港澳大湾区計画」で重視されるデジタル人材に
関しては，珠江デルタ経済区は最も魅力的な地
域であるとは言えない。流入人材数と流出人材
数の比率で表す人材魅力指数をみると，北京や
武漢に対して1.41，1.58であり，多くの人材が
流入しているが，上海や成都に対しては1.04，
0.96で，ほぼ均衡状態にあり，杭州に対しては
0.77で大きく流出している。16）

　「粤港澳大湾区計画」では，この課題の解決
策として国際的にも教育レベルが高い香港の役
割に大きな期待を寄せている。そこでは，香港
を地域知識財産権貿易センターとして確立する
ことや，協力教育機関の創設，域内の人材流動
政策の構築，珠江デルタの都市の住みやすさの
向上などの具体策を掲げている。

お わ り に

　地域経済発展戦略として，「粤港澳大湾区計
画」及びその主要内容である産業転換促進策に
ついて考察したが，この計画の国家戦略的な側
面にも留意すべきである。中国の改革開放政策

が実施されてからの40年間を振り返れば，対
外貿易指向の「経済特区」の創設や，産業集積
指向の地域経済圏構築など，広東省は常に国全
体の先頭に立って，経済成長モデルを実証する
役割を担ってきた。
　中国経済は，2010年にGDP世界2位に大き
く成長したが，「世界の工場」としての成長モ
デルは限界にきている。多くの従来型製造業
は，軒並み生産量が世界消費量の5割以上を占
め，さらなる成長の空間がなくなっているた
め，新しい経済成長のエンジンが必要となって
いる。また，1980年代からの人口政策の影響
で，これまでの経済成長を支えてきた人口ボー
ナスは，2025年前後には完全に消滅する見通
しになっている。近年，技術あるいは技術者
ボーナスが次の成長エンジンとの議論は盛んに
おこなわれてきた。しかし，加工貿易型製造業
を中心とした産業システムではこの技術ボーナ
スを生かすことができない。
　中国は，世界第2位の経済規模を持つが，ま
だ中所得国である。これらの課題を解決してミ
ドルインカムトラップを乗り越えていくために
は，イノベーションをベースとする産業転換に
よる新たな成長モデルへの転換が必要である。
この新たなモデルチェンジの実証を担うのは，
今度も「粤港澳大湾区計画」を実施する広東省
になろう。

付録：関連地域の経済規模と経済水準の変遷
　以下，香港と澳門のデータはWorld Bank 

National Accounts Dataに，中国のデータは全
国と各地方の『統計年鑑』による。為替レート
は，World Bank National Accounts Dataによる。

表 3　三大経済圏の優位性比較（数字は順位を表す）

出所：（于永達，程歩一，2014）より筆者作成．
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付表 1　関連地域人口

付表 2　関連地域総生産
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